様式第十六号（第十条の二十二関係）　　　 (第１面)
	特別管理産業廃棄物処理業の
事業範囲変更許可申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

東京都知事

　　　　　　　　　　　申請者　〒　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項の規定により、
特別管理産業廃棄物収集
特別管理産業廃棄物
運搬業
の事業範囲の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。
処分業


	許可の年月日及び許可番号
	　　　　　年　　月　　日　　　　第　　　　　　　　　　号

	収集運搬業・処分業の区分
	収集運搬業

	許可に係る事業の範囲（収集運搬業にあっては、取り扱う特別管理産業廃棄物の種類及び積替え又は保管を行うかどうか、処分業にあっては、処分の方法ごとに区分して取り扱う特別管理産業廃棄物の種類を記載すること。）
	（区分）　　　　　　積替え保管を　含む　除く　。

	
	（廃棄物の種類）該当の品目に○をする。
１ 廃油（揮発油類、灯油類及び軽油類に限る。）

２ 廃酸（ｐＨ2.0以下のものに限る。）

３ 廃アルカリ（ｐＨ12.5以上のものに限る。）

４ 感染性産業廃棄物

５ 廃ＰＣＢ等　 ６ ＰＣＢ汚染物　 ７ ＰＣＢ処理物

８ 廃水銀等　　 ９ 廃石綿等

10 燃え殻（有害物質）　　　 11 汚泥（有害物質）

12 廃油（有害物質）　　　 　13 廃酸（有害物質）

14 廃アルカリ（有害物質） 　15 鉱さい（有害物質）　

16 ばいじん（有害物質） 　　17 指定下水汚泥（有害物質）
限定　　有り　　無し 

限定及び含まれる有害物質は、事業計画の概要のとおり

	変更の内容
	

	変更理由
	

	変更に係る事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所、設置年月日、処理能力、許可年月日及び許可番号（産業廃棄物処理施設の設置の許可を受けている場合に限る。）
	

	変更に係る事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要
	

	※事務処理欄
	


（日本産業規格　Ａ列４番）

（第２面）
	既に処理業の許可（他の都道府県のものを含む。）を有している場合はその許可番号（申請中の場合には、申請年月日）
	都道府県・市名
	許可番号（申請中の場合には、申請年月日）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	申請者（個人である場合）　

	
	（ふりがな）
氏　　　名
	生 年 月 日
	本　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	申請者（法人である場合）　

	
	（ふ　り　が　な）
名　　　　　　称
	住　　　　　　　　　　所

	
	
	

	法定代理人（申請者が法第１４条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	（個人である場合）

	
	（ふりがな）氏　　　名
	生 年 月 日
	本　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	（ふりがな）

名　　　称
	住　　　　　　　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	役員（法定代理人が法人である場合）

	
	（ふりがな）
氏　　　名
	生 年 月 日
	本　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	役員（申請者が法人である場合）

	
	（ふりがな）
氏　　　名
	生 年 月 日
	本　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第３面）
	発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	　　　　　　株　
	出 資 の 額
	　　　　　　　　　　　　　円

	
	（ふりがな）
氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本　　　　　　　　籍

	
	
	
	割　　　合
	住　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令第６条の１０に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

	
	（ふりがな）
氏　　　名
	生 年 月 日
	本　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備考
１　※の欄は記入しないこと。
２　「法定代理人」の欄から「令第６条の１０に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。
３　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
４　２部提出すること。

	※　手数料欄


変更事項確認書
　変更許可申請に当たり、申請内容について次のとおりであることを確認します。
　（１又は２のいずれかに○をつけること。）

１　変更事項はありません。全ての内容について、届出済みです。
２　変更事項があります。変更事項は下表のとおりです。
	変更の有無
	変更事項
	変更内容

	
	
	変更後
	変更前

	有 ・ 無


	法人の名称、

個人事業者の氏名
	
	

	有 ・ 無


	法人の本店所在地、             　個人事業者の住所
	
	

	有 ・ 無


	法人の代表者
	新旧役員等対照表のとおり


	有 ・ 無


	役員、顧問、令第６条の１０に規定する使用人等
	

	有 ・ 無


	株主、出資者
	

	有 ・ 無


	運搬車両・船舶
	運搬車両一覧のとおり

	有 ・ 無


	登録車両の使用する駐車場所在地
	
	

	有 ・ 無


	取り扱う特別管理産業廃棄物の品目の減少、積替え保管の廃止
	
	

	有 ・ 無


	政令市における積替え保管許可の有無
	有　・　無
	有　・　無

	有 ・ 無


	その他
	
	


　注　記入欄が足りない場合には、別途、用紙を作成し提出してください。

新旧役員等対照表
・代表取締役、役員等、令第６条の１０に規定する使用人又は株主等について全て記載してください。

・この表の新（役員等、5％以上の株主等）の欄に記載した方のうち、都に登録のない方については、「番号」欄に○をしてください。
	番号
	新（役員等、5％以上の株主等）
	旧（役員等、5％以上の株主等）

	１


	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	２


	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	３


	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	４


	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	５


	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	６


	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	７


	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	８
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	９
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	１０
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	１１
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	１２
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	１３
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	１４
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　

	１５
	役職名等　

氏 名 等　
	役職名等　

氏 名 等　


（第１面）

	事業計画の概要

１．事業の全体計画（変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること）

２．取り扱う産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び運搬量等

	
	(特別管理)

産業廃棄物

の　種　類
	運搬量

(t/月又は
ｍ3/月)
	性　状
	予定排出事業場の名称及び所在地
	積替え又は保管を行う
場合には積替え又は保
管を行う場所の所在地
	予定運搬先の名称及び所在地
（処分場の名称及び所在地）

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	

	備考  取り扱う（特別管理）産業廃棄物の種類ごとに記載すること。

	


　※１　廃ＰＣＢ等、ＰＣＢ汚染物、ＰＣＢ処理物については、申請の前に事前計画書を作成し、提出してください。
　※２　廃水銀等：廃水銀等及び当該廃水銀等を処分するために処理したものであって環境省令で定める基準（水銀の精製設備を用いて行われる精製に伴って生じた残さであること）に適合しないもの
※３　金属等を含む特定有害産業廃棄物を申請される方については、「金属等を含む特定有害産業廃棄物取扱確認表」も記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格  Ａ列４番）
金属等を含む特定有害産業廃棄物取扱確認表
金属等を含む特定有害産業廃棄物を取り扱う場合は、取り扱う特定有害産業廃棄物に含まれる金属等の種類に○又は◎をつけてください。
○　：　既に許可を取得している特定有害産業廃棄物の種類
◎　：　今回、新たに追加する特定有害産業廃棄物の種類
	
	燃え殻
	汚泥
	廃油
	廃酸
	廃アルカリ
	鉱さい
	ばいじん
	指定下水汚泥

	１
	アルキル水銀化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	水銀又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	カドミウム又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	鉛又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	有機燐化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	六価クロム化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	砒素又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	シアン化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	ＰＣＢ
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	トリクロロエチレン
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	テトラクロロエチレン
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	ジクロロメタン
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	四塩化炭素
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	1,2-ジクロロエタン
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	1,1-ジクロロエチレン
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	シス-1,2-ジクロロエチレン
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	1,1,1-トリクロロエタン
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	1,1,2-トリクロロエタン
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	1,3-ジクロロプロペン
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	チウラム
	
	
	
	
	
	
	
	

	21
	シマジン
	
	
	
	
	
	
	
	

	22
	チオベンカルブ
	
	
	
	
	
	
	
	

	23
	ベンゼン
	
	
	
	
	
	
	
	

	24
	セレン又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	25
	1,4-ジオキサン
	
	
	
	
	
	
	
	

	26
	ダイオキシン類
	
	
	
	
	
	
	
	


   ※　網掛けの部分には○をつけないでください。
	３．運搬施設の概要

 (1) 運搬車両一覧

	
	車体の形状
	自動車登録番号

又は車両番号
	最大積載量

（kg）
	所有者又は使用者
	備考

	１
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	２
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	３
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	４
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	５
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	６
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	７
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	８
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	９
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	10
	
	
	
	
	継続・新規・抹消

	事務所の所在地
	

	駐車場の所在地
	

	 (2) その他の運搬施設の概要

	運搬容器等の名称
	用　　途
	容　　量
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第２面）
（第３面）

	(3) 積替施設又は保管施設の概要

※　構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取り図を添付すること。

	


	４．収集運搬業務の具体的な計画（車両毎の用途、収集運搬業務を行う時間、休業日及び従業員数を含む。）

従業員数の内訳

年　　月　　日現在

	

	申請者又は申請者の登記上の役員

	政令第6条の10で
準用する第4条の7
に規定する使用人
	相談役、顧問等申請者の登記外の役員
	事務員
	運転手
	作業員
	その他
	合　　計

	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人


（第４面）

	５．環境保全措置の概要（運搬に際し講ずる措置、積替施設又は保管施設において講ずる措置を含む。）

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	


（第５面）

（第６面）

運搬車両の写真

	自動車登録番号又は車両番号
	

	前　　面　　写　　真
	写真の方向等について図示するのが望ましい。

　　　注意事項

　　　　・車両の前面を真正面から撮影すること。

　　　　・ナンバープレートが確認できること。

　　　　・船舶の場合は、船舶の全体及び船舶名が確認できるように撮影すること。
　　　　・不鮮明な写真、合成が疑われる写真は、再提出となる場合があります。


	側　　面　　写　　真
	注意事項

　　　　・車両の側面を真横から車両全体が分かるように撮影すること。

　　　　・名称等の車体の表示が確認できること。
　　　　・不鮮明な写真、合成が疑われる写真は、再提出となる場合があります。
 　　　　　　　　　
産業廃棄物収集運搬車は、車両の両側面に「産業廃棄物
 　　　　　　　　収集運搬車」、「会社名（事業者名）」、「許可番号の下６桁」
 　　　　　　　　を表示すること。
             　　 車体の表示が読み取れない場合には、別途、当該部分を接写
した写真を３枚目として添付すること。
　車体の表示の接写については、車両毎に１枚ずつ添付すること。
※新規申請で他の自治体において既に産業廃棄物処理業許可を取得している場合、車体の表示が必要です。


	
	
	撮影
	年　　月　　日


（第７面）

運搬容器等の写真

	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	　　　注意事項

　　　　・容器等の全体が写るように撮影すること。

　　　　・1種類につき1枚撮影すること。
　　　　・不鮮明な写真、合成が疑われる写真は、再提出となる場合があります。
　　　　・オープンドラムは、留め金具及び蓋とともに撮影すること。
・申請者が実際に所有している容器等を、車両のナンバープレートや産業廃棄物収集運搬車の表示の前で撮影すること※。記載例のイメージ通りの写真でないと、再度撮り直しになる場合があります。
・パンフレットやホームページ上の写真は不可です。
　　　　※実際に容器を所有していることを証明するためのものです。会社名記載の印刷物や社員証等と一緒に撮影された写真は証明となりませんのでご注意ください。　


	
	撮影
	年　　月　　日


	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	　　　注意事項

　　　　・容器等の全体が写るように撮影すること。

　　　　・1種類につき1枚撮影すること。
　　　　・不鮮明な写真、合成が疑われる写真は、再提出となる場合があります。
　　　　・オープンドラムは、留め金具及び蓋とともに撮影すること。
・申請者が実際に所有している容器等を、車両のナンバープレートや産業廃棄物収集運搬車の表示の前で撮影すること※。記載例のイメージ通りの写真でないと、再度撮り直しになる場合があります。
・パンフレットやホームページ上の写真は不可です。
　　　　※実際に容器を所有していることを証明するためのものです。会社名記載の印刷物や社員証等と一緒に撮影された写真は証明となりませんのでご注意ください。　


	
	撮影
	年　　月　　日


（第８面）
	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法

	内　　　訳
	金　　　　　額（千円）

	事業の開始に要する

資金の総額
	

	
	土　　　　地
	

	
	事務所
	

	
	収集運搬車両
	

	
	積替保管施設
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	調　　　達　　　方　　　法
	自己資金
	

	
	借　　入　　金
	

	
	（借入先名）
	

	
	
	

	
	
	

	
	そ　　の　　他
	

	
	増　　　　　資
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考  内訳欄の事項については、事業計画に応じ適宜変更すること

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第９面）
	資 産 に 関 す る 調 書（個人用）
年　　月　　日現在

	資産の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土　　地
	
	
	

	建    物
	
	
	

	備　　品
	
	
	

	車　　両
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	資　　　産　　　計
	

	負債の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	負　　　債　　　計
	

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第10面）

誓　約　書
申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第５項第２号イからヘに該当しない者であることを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都知事殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
                              　 　　　　　　　　　

政令使用人に関する証明書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都知事殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
下記の者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第６条の１０に規定する「政令で定める使用人」であることを証します。
記

氏　　名

役　　職

勤務場所（事業所名、住所）
業務内容

以上

　　　
経理的基礎を有することの説明書
１　債務超過に陥った理由
    （いつ、どのような理由で債務超過になったか。現在の債務超過額）
２　債務超過から脱するための対策
  （具体的な対策及びその対策で生じる利益。全対策により生じる当期利益。債務超過が解消できる会計年度）
３  記載者氏名
    　　　　　　年　　月　　日
        　　　　住　所
　　  　　　　　氏　名                                       
　　※　記載した中小企業診断士、公認会計士又は税理士の方が当該資格を有することが確認できる許可証、証明書等の写しを添付してください。
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